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　本研究では、日本海沿岸の諸都市における
オキシダントの濃度の経時変化について詳細
に検討した。時系列分析の手法を用いること
により、2000年度から2006年度までのオキシ
ダント濃度について精査した。
　その結果、いくつかの知見を得たので、そ
れらについて報告する。

₂　方法

2.1　時系列分析

　光化学オキシダント（以下、Oxと記す）
の濃度を変数Ｃで表す。2000年度、2001年度、
2002年度、 2003年度、 2004年度、 2005年度、
2006年度の年平均濃度をそれぞれＣ１、Ｃ２、
Ｃ３、Ｃ４、Ｃ５、Ｃ６、Ｃ７とする。
　年度を変数ｔで表す。2000年度、2001年度、
2002年度、 2003年度、 2004年度、 2005年度、
2006年度をそれぞれｔ１、ｔ２、ｔ３、ｔ４、ｔ５、

₁　緒言

　太平洋の沿岸に位置する都市ならびにその
周辺に位置する都市におけるオキシダントの
濃度については、これまでに数多くの報告１、２）

がある。しかし、日本海の沿岸に位置する都
市についての報告例はほぼない。
　日本海沿岸には大工業地帯、高速道路等が
少ない。そのために、非メタン炭化水素およ
び窒素酸化物を原因とする光化学オキシダン
トはほとんど生成しない。
　しかし、日本海沿岸の諸都市ではオキシダ
ント濃度が最近高くなる傾向にある３）。
　近年では、中華人民共和国（中国）および
大韓民国（韓国）では工業の発展が著しい。
これらの国において発生した光化学オキシダ
ントが、日本海沿岸の地方に移流している可
能性がある。
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　日本海沿岸の16都市におけるオキシダントの濃度の経時変化について検討した。時系
列分析の手法を用いることにより、2000年度から2006年度までのオキシダント濃度につ
いて解析した。札幌市、青森市、秋田市、新潟市、富山市、鳥取市、佐賀市および鹿児
島市では増加率が1.0ppb/年を超えた。中国および韓国から、偏西風に乗りオキシダント
が日本に流入したことを示唆した。
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2.2　解析した都市

　時系列分析の対象とした都市を、図１に示
す。それらは札幌市、青森市、秋田市、山形
市、新潟市、富山市、金沢市、福井市、鳥取
市、松江市、下関市、福岡市、佐賀市、長崎
市、熊本市および鹿児島市である。

2.3　使用データ４）

　Oxの濃度として、「大気汚染状況報告書（平
成20年度）」にあるデータを使用した。
複数の測定局を有する都市は、複数の測定局
における測定値の平均値をその都市のＯx濃
度とした。

ｔ６、ｔ７とする。
　Ｃ（従属変数）をｔ（独立変数）の一次関
数とみなし、７組の時系列データ（Ｃ１,ｔ１）、

（Ｃ２,ｔ２）、（Ｃ３,ｔ３）、（Ｃ４,ｔ４）、（Ｃ５,ｔ５）、
（Ｃ６,ｔ６）、（Ｃ７,ｔ７）から、最小二乗法によ
り、次の一次式を求めた。
　　　Ｃ＝ａｔ+ｂ 式１
　式１において、係数ａは７年間（2000年度
から2006年度まで）のOxの増加率あるいは
減少率を意味する。ａが正の場合は、Oxが
増加していたことを意味する。逆に、ａが負
の場合は、Oxが減少していたことを意味する。
　都市ごとに、式１に示す時系列直線を求め
た。

図₁　解析の対象都市
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　青森市の場合の時間変化を、図３に示す。
７年間の年平均値の変化率は1.029ppb/年で
あった。
　秋田市の場合の時間変化を、図４に示す。
７年間の年平均値の変化率は0.571ppb/年で
あった。

₃　結果と考察

札幌市の場合の時間変化を、図２に示す。７
年間の年平均値の変化率は0.556ppb/年で
あった。

図₄　秋田市のおける経時変化

図₃　青森市における経時変化

図₂　札幌市における経時変化
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あった。
　富山市の場合の時間変化を、図７に示す。
７年間の年平均値の変化率は0.577ppb/年で
あった。

　山形市の場合の時間変化を、図５に示す。
７年間の年平均値の変化率は0.000ppb/年で
あった。
　新潟市の場合の時間変化を、図６に示す。
７年間の年平均値の変化率は1.122ppb/年で

図₇　富山市における経時変化

図₆　新潟市における経時変化

図₅　山形市における経時変化
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あった。
　鳥取市の場合の時間変化を、図10に示す。
７年間の年平均値の変化率は1.393ppb/年で
あった。

　金沢市の場合の時間変化を、図８に示す。
７年間の年平均値の変化率は0.000ppb/年で
あった。
　福井市の場合の時間変化を、図９に示す。
７年間の年平均値の変化率は0.0383ppb/年で

図₈　金沢市のおける経時変化

図10　鳥取市における経時変化

図₉　福井市における経時変化
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であった。
　福岡市の場合の時間変化を、図13に示す。
７年間の年平均値の変化率は0.117ppb/年で
あった。

　松江市の場合の時間変化を、図11に示す。
７年間の年平均値の変化率は－0.680ppb/年
であった。
　下関市の場合の時間変化を、図12に示す。
７年間の年平均値の変化率は－0.310ppb/年

図13　福岡市における経時変化

図12　下関市における経時変化

図11　松江市における経時変化
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　佐賀市の場合の時間変化を、図14に示す。
７年間の年平均値の変化率は0.893ppb/年で
あった。
　長崎市の場合の時間変化を、図15に示す。
７年間の年平均値の変化率は0.000ppb/年で

あった。
　熊本市の場合の時間変化を、図16に示す。
７年間の年平均値の変化率は0.333ppb/年で
あった。

図14　佐賀市における経時変化

図15　長崎市における経時変化

図16　熊本市における経時変化
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したがって、以上の都市におけるＯxは、偏
西風に乗ることにより、中国あるいは韓国か
ら流入したものと考えられる。
　Ｏx濃度は、Ｏxの測定器の設置場所、地形、
風向等により、その影響の受け方が異なる。
そのために、山形市、金沢市、松江市、下関
市および長崎市においては、風による流入の
影響がみられなかったと考えられる。

₄　結言

　本研究では、日本海沿岸の都市における
Ｏx濃度について検討した。時系列分析の手
法を用いることにより、2000年度から2006年
度までの16都市における年平均濃度を解析し
た。その結果、次の結論を得た。

　鹿児島市の場合の時間変化を、図17に示す。
７年間の年平均値の変化率は1.821ppb/年で
あった。
　図18に、各都市における変化率を示す。
　青森市、新潟市、鳥取市と鹿児島市におい
て、Ｏx濃度の増加率は極めて大であった。
とくに、鹿児島市において増加率が最も大で
あった。
　札幌市、秋田市、富山市と佐賀市において
も増加率は大であった。
　福井市、福岡市と熊本市においても増加が
みられる。
　日本海に位置する都市においては、光化学
オキシダントの原因物質（非メタン炭化水素
ならびに窒素酸化物）がほとんど存在しない。

図18　各都市の年平均値の変化率

図17　鹿児島市における経時変化
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１）鹿児島市では増加率が1.5ppb/年を超えた。
２）青森市、新潟市、鳥取市では増加率が

1.0ppb/年以上1.5ppb/年未満であった。
３）札幌市、秋田市、富山市、佐賀市では増

加率が0.5ppb/年以上1.0ppb/年未満であっ
た。

４）福井市、福岡市、熊本市では増加率が
0.0ppb/年以上0.5ppb/年未満であった。

　　すなわち、16都市中11都市でオキシダン
ト濃度が増加したことを明らかにした。濃
度の増加は中国または韓国で発生したオキ
シダントが、偏西風に乗り日本に移流した
ことを示した。
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